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第２号様式

市民協働事業計画書（提案支援モデル事業）

提案者・団体名     アオバ住宅社

平成 31 年度に実施する市民協働事業の計画

提案事業名 

住宅要配慮者のための転居サポート事業

１ 提案事業の全体像について記入してください。 

（事業の内容、事業スケジュール、収支予算の考え方、当初の提案からの変更点などについて記入してく

ださい） 

横浜市全体と同様、青葉区でも社会福祉に関する新規相談件数は年々増加しています。青葉区での生活困窮者相

談件数は定かではありませんが、生活保護世帯・人員数も平成 20 年より毎年増え続けています。また、障害を

抱える方々の人数も増え続けています。今後もこの傾向は続くと見られます。 

その方々（いわゆる住宅確保要配慮者）の転居を支援するために横浜市では平成 30 年度 9 月より「家賃補助

付セーフティネット住宅」という制度が始まりましたが、制度を使って転居をしようとする方は多数いるものの、

現在のところ青葉区においては物件登録件数が 0件という状況です。家賃補助を受ける専用住宅としての登録も

そうですが、セーフティネット住宅としての登録もありません。 

物件数が増えない理由 

１、 制度そのものの存在が周知されていない 

２、 受け入れ側（物件オーナー側）の不安が大きい。 

そこでまずは居住支援法人である弊社がこの制度を青葉区内のアパート・マンションオーナー様・物件管理会

社である不動産会社に直接働きかけて普及活動をしていきます。普及のために、説明会を開催することをはじめ、

遠方のオーナー様には制度について直接書面などにてお知らせしていきます。あわせて物件を管理している不動

産会社に対しても制度の説明をしていくことで、さらに多くの物件オーナー様への周知をはかっていきます。そ

して物件管理会社であり、弊社の同業の方との協力関係を構築していきます。 

ただ、周知をしていけば物件数が増えるというわけではありあません。受け入れ側である物件オーナー様には、

住宅確保要配慮者を受け入れることで生じるかもしれない、見えないリスク(不安)があり、なかなか受け入れら

れないということを、弊社がお取引させていただいているオーナー様への聞き取り調査によってわかりました。
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たとえば入居中の近隣トラブル・孤独死・滞納・音信不通・・・・など。 

そのリスク(不安)を少しでも減らすことができたら、物件オーナー様の理解につながり、物件数が増えるので

はないかと思い、弊社では、「セーフティネット住宅（家賃補助付セーフティネット住宅）制度」の周知と平行

して、「住宅確保要配慮者受け入れガイドライン(仮称)」を作成し、物件オーナー様に対して、住宅確保要配慮

者を受け入れることで想定されるリスクに対する対処方法などを示していくという事業を考えました。 

また、入居される方にも、事前にご自身の状況などをまとめて、物件探しをする際に不動産会社に提示できる

ような「物件探しのためのガイドライン(仮称)」を作成し、スムーズにお部屋探しを始めていただき、できる限

り精神的ストレスや時間的な無駄がなくお部屋探しをしていただけるようにしたいと思います。 

事業スケジュールですが、物件オーナー様向けのガイドラインを作成した上で、｢セーフティネット住宅(家賃

補助付セーフティネット住宅)制度｣の説明とともにガイドラインお渡しをしていきながら理解を深めていただ

きますそして、それとともに、入居希望の方向けのガイドラインを作成し、お部屋探しにお困りの方がいらっし

ゃると思われるさまざまな窓口などに配布をしていきます。 

当初の提案では、入居を希望される方向けのサポートだけを考えていましたが、入居を希望される方がいても、

受け入れる物件がなくては結局解決しないのではないかとの思いから、物件を提供する側である、物件オーナー

様向けの提案を第一に考えることにしました。 

２ 地域のどのような課題やニーズに基づいて発案したのか、提案事業を実施する目的は何か、この提案

事業を実施する必要はどこにあるのかなどについて記入してください。 

【地域課題・社会課題の把握】 

弊社では創業後から積極的に生活保護受給者（世帯）、生活困窮者、高齢者など、いわゆる住宅確保要配慮者

の方々からの相談を受けてまいりました。 

相談件数は創業時には年間 10 件ほどでしたが、今では 1 週間に 5 件ほどは相談がくる状況です。 

また、相談内容も、これまでは生活保護を受給されている方の転居相談が多数でしたが、今では高齢者・シン

グルマザー・障害を抱える方・引きこもりの子をもつ老夫婦・自己破産・ＤＶ被害者の方・・・などなど多種多

様な相談になっています。 

最近では、ご相談の中で、「家賃補助付のセーフティネット住宅」に入居したいというご相談も出てきました。

しかし、調べてみると実際に提供されている家賃補助付セーフティネット住宅はほとんどないのが現状で、それ

以前にそもそも住宅確保要配慮者を受け入れている物件自体がないということに気づきました。 

弊社では、ご入居の相談を受ける中で、オーナー様や不動産管理会社を通じて物件への受け入れをお願いして

いるのですが、ご入居後のさまざまな不安のために断られることが多いため、まずこの不安を払拭し、受け入れ

物件を増やしながら相談に乗ることが不可欠だと感じ今回の提案をすることにしました。 

この事業を実施することで、地域で自立して生活する方が増えたり、また自分らしく生活することのできる方

が少しでも増えてほしいと思っています。 

３ 提案事業を実施するために行政と協働する必要性について、協働によりどのようなことが可能になるの

か、行政が取り組みの中で担う役割（行政への期待）を記入してください。  【協働の必要性】 

弊社は神奈川県が指定した居住支援法人でありますが、弊社だけで家賃補助付セーフティネット住宅を周知さ

せていく活動をしたとしても、居住支援法人という名称自体が多くの方に認知されておらず、周知活動の効果は

あまり高くありません。しかし行政との協働事業となれば、物件オーナー様に対しても管理会社である不動産会

社に対しても、信頼度が大きく増すと思われます。ですので、直接の周知にしても書面での周知活動にしても、

「の協働事業」という点を強調して行いたいと思います。ですので、弊社の作成する書面などに「横浜市○○局

との協働事業」という文言を掲載させていただきたいです。加えて、問い合わせ先として行政の担当部署も弊社

と並んで掲載していただければ更にありがたいです。 

 また、転居を希望される方が相談にいらっしゃる生活支援課や高齢・障害支援課、さらには子ども家庭支援課

などの窓口にいらっしゃる方、生活保護受給者の方々に、入居者のためのガイドラインを配布していただければ

と思います。 

４ 平成 30 年度アイディアブラッシュアップ助成金を活用して実施した取組の内容や成果、行政との役割

分担、団体としてどのような体制で事業に取り組むかを記入してください。  【実現性】 

これまではほぼ案件ごとにケースワーカーの方とのやり取りしかありませんでしたが、平成 30 年度のブラッ

シュアップ助成金を活用することで、これまでいろいろ話す機会のなかった生活支援課の方々、高齢・障害支援
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課の方々、建築局の方々、健康福祉局の方々などと直接お話をさせていただく機会をいただきました。 

そしてその中で、横浜で行われている住宅確保要配慮者の方向けの制度をこれまで以上に知る機会をいただき

ました。 

行政の方に加えて、住宅確保要配慮者を支援している団体（ふるさとの会、インクルージョンネットかながわ、

かながわ外国人住まいサポートセンター、寿青少年広場、緑区生活支援センター、基幹相談支援センターなど）

にも出向き、それぞれの団体の活動の聞き取り調査をしたり、弊社の取り組みをお話する機会も多数設けること

ができました。 

このようなやり取りの中でさまざまな団体の方と協力関係を構築することができ、たとえばＮＰＯ法人外国人

住まいサポートセンターの方からは実際に転居でお困りのお客様のご相談を受け、そちらと弊社と生活支援課と

が協力して転居のサポートにあたった例もありました。 

また、基幹相談支援センターとは、障害を持つ方の転居の相談を多数受け付けています。今すぐには転居をさ

れなくても、将来に向けて情報収集などをされる方もいらっしゃいますので、必要に応じて相談員の方と一緒に

なって弊社もサポートに加わっています。 

弊社は今後も、自社だけではなく、行政を含めた回りの関係団体の方とのネットワークを構築しながら、住宅

要配慮者お一人お一人の転居をサポートしていきます。 

５ 事業を実施することにより受益者や地域にどのような効果があるのか、市民満足度の向上にどうつな

がるかなど、提案事業を実施した際の効果について記入してください。     【効 果】 

 本事業を実施し、転居を希望される住宅確保要配慮者の方が転居先を見つけられることになれば、それは自立

の一歩になりえます。たとえば障害(精神的な障害も含む)のある方の場合、今は親元にいることが多いのですが、

親が高齢になるにつれて自立を促すケースが最近では目立ってきています。しかし現実的には、提供される物件

が少ないため、ご本人が転居するのは非常に困難な状況となっています。しかしもっと受け入れが広がることに

なれば、親御さんや支援員の方などが少しずつサポートしていきながら一人暮らしを経験することができ、生活

を学んでいくことができます。そして親御さんがサポートできない状況になっても、一人で生活ができるように

もなりえます。現状では、グループホームなどはどこも埋まっていることが多いため、民間住宅での自立は今後

もっと必要になってくると思われます。 

また、上記ように今後青葉区では総人口が減少すると想定されています。つまり、このままでは空家・空室は増

加していきます。一方、65 歳以上の高齢者は増えていきます。それに加えて、青葉区は 2015 年には平均寿命が

男性では全国 1 位、女性でも全国 9 位という順位となっています。医療が必要ではない元気な高齢者を一般的な

家賃程度で受け入れる民間住宅が増えることは、空家・空室の対策にもなりますし、利用を希望する需要にも応

えられることで市民満足度も向上していきます。 

６ 事業が他の地域へ波及できるか、また、平成 32 年度以降継続していく場合、どのような手法（体制・

収入）により行うかを記入してください。                 【発展性】 

現在は弊社事務所がある青葉区、また近隣の緑区近辺を対象地域としていますが、最近では旭区・港北区・中区・

都筑区・瀬谷区のお客様からもお問合せをいただいている状況です。需要は一定数あると想定されますので、こ

の事業はおそらく横浜市全域へも波及できる事業だと感じています。今現在は弊社がいただく仲介手数料、その

他の事業で行っておりますので、平成 32 年度以降も今と同様、仲介手数料収入とそれ以外の事業収入による継

続となります。 
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第３号様式

市民協働事業収支予算書（提案支援モデル事業）

提案者・団体名  特定非営利活動法人肺がん患者の会ワンステップ 

提 案 事 業 名 学校でのがん教育に向けたがん患者外部講師の育成モデル事業 

科目 金額 備考

【収入の部】

提案支援モデル事業助成

ワンステップ

900000 円 
110724 円 

収入合計（Ａ） 1,010,724 円 

【支出の部】 

・告知ポスター印刷費（A2、片面 4ｃ、100部）

・告知ポスター送料（＠140円、50箇所）

・講師人件費（＠22,222 円×2 人×3 回×2）

・スタッフ人件費（＠5,555 円×2人×3回×2）

・資料印刷代（20 頁、両面カラー、40部）

＠8,000 円×3回

・アンケート印刷費（2 ページ、両面白黒、40 部） 

＠800×3回

・研修時、消耗品（＠10,000 円×3 回×2）

・事務局運営費（＠50,000 円、４月～３月）

8,000円 

7,000円 

266,664 円 

66,660円 

24,000円 

2,400円 

60,000円 

600,000 円 

支出合計（Ｂ） 1,010,724 円 

当期収支差額（Ａ）－（Ｂ） ０円
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選考方法

横浜市が設置する学識経験者や市民活動実践者等から構成される横浜市市民協働推進委員会が審

査基準に従い、書面審査及び公開プレゼンテーション審査を踏まえ総合的に審査します。

横浜市市民協働推進委員会からの審査結果を踏まえ、市長が採択団体を決定します。採択団体は

２団体の予定です。

（１）審査の方法

応募書類の書面審査及び団体による公開プレゼンテーション審査により総合的に判断します。 

（審査基準については表１を参照してください。）

選考結果については、団体宛に別途通知します。（平成 31年１月上旬頃を予定しています。） 

（２）公開プレゼンテーションについて

応募団体による公開プレゼンテーションを次の通り実施します。

ア 日 時
平成 30 年 12 月 11 日（火）18:30～20:30

イ 場 所
横浜市市民活動支援センター４階 ワークショプ広場

（横浜市中区桜木町 1-1-56 みなとみらい 21 クリーンセンタ―ビル）

  【表１】審査基準 

書
面
審
査
及
び
公
開
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
審
査
基
準

地域課題・社会

課題の把握

・地域課題やニーズに沿った取組になっているか

・事業の目的が明確になっているか
20 点 

協働の必要性
・協働だからこそ得られる成果が示されているか

・行政と協働しなければ事業目的が達成できないか
20 点 

実 現 性

・平成 30 年度ブラッシュアップ助成金の活用によるプ

ラン実現に向けた取組により、計画の実現性を高め

ることができているか

・市との役割分担が協議されているか

・団体として協働事業に取り組む体制が整っているか、

今後整う可能性があるか

20 点 

効 果

・事業を実施することにより、受益者や地域によい効

果があるか

・市民満足度の向上につながるか

20 点 

発 展 性

・他の地域へ波及していくか（モデルケースとなるか） 
・今後の事業継続が必要な場合、手法等が考えられて

いるか

20 点 
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